
 

入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

なお、本入札に係る落札及び契約締結は、土地改良法（昭和24 年法律第195 号）第87 条第６項の審

査請求がないこと、又は審査請求があった場合においてその全てについて同条第８項の規定による裁

決があったことをもって同条第９項の規定により工事着手が可能となったこと（以下「土地改良事業

計画の確定」という。）を条件とするものであるほか、土地改良事業計画の確定があった場合におい

ても、当該確定時期が大幅に遅れた場合や内容によっては契約締結を行わない場合があることを条件

とするものである。 

令和８年10月８日 

 

分任支出負担行為担当官 

中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所長 

                                    水上 徹 

１ 工事概要 

（１）工 事 名  令和８年度 斐伊川沿岸事故防止事業 

水管理施設伝送回線（その１）工事 

 

（２）工事場所  島根県出雲市地内 

 
（３）工事内容  本工事は、斐伊川沿岸事故防止事業計画に基づき、水管理監視制御設備の伝送回 

  線を改修するものである。 
水管理監視制御設備伝送回線改修  1 式 

 
（４）全体工期 令和８年 11 月～令和９年３月  100 日間（余裕期間 30 日間を含む） 

 

（５）本工事は、次の内容の対象工事である。 

① 本工事は、提出された競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資

格確認資料（以下「確認資料」という。）に基づき、価格と価格以外の要素を総合的に評価し

て落札者を決定する、簡易型総合評価落札方式のうち品質確保のための体制その他の施工体制

の確保状況を確認し、施工内容を確実に実現できるかどうかについて審査し、評価を行う施工

体制確認型総合評価落札方式及び品質・安全等の確保がされないおそれがある極端な低価格で

の調達を見込んでないかなどを厳格に調査する特別重点調査の試行工事である。 

② 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）（以下「予決令」という。）第85  

条に基づく調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回った価格をもって入札する

者に対して、予決令第 86 条に規定する調査（以下「低入札価格調査」という。）結果の公表及

び、監督体制の強化等により品質確保等の対策を実施する工事である。 

③ 本工事は、調査基準価格を下回った価格をもって契約する者に対して、施工確認段階等にお

いて監督職員が文書により受注者に改善を指示した場合、その回数に応じ以降の１年間中国四

国農政局管内の別の新規工事における総合評価落札方式の評価点等を減ずる試行工事である。 

④ 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける、契約後ＶＥ方式の対象工事であ

る。 

⑤ 本工事は、入札説明書の交付、申請書及び確認資料の提出、受領に係わる確認及び入札につ

いて、原則として電子入札システムで行う対象工事である。ただし、電子入札システムにより

がたい場合は、届出書を提出することにより、紙入札方式に代えることができる。 

⑥ 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受を、原則として電子契約システムで行う対象工事

である。 
  なお、電子契約システムによりがたい場合は、届出書を提出することにより、紙契約方式に

代えることができる。 



⑦ 総価契約単価合意方式（包括的単価個別合意方式）の適用 

   ア 本工事は、「総価契約単価合意方式（包括的単価個別合意方式）」（以下「本方式」とい

う。）の対象工事である。本工事では、契約変更等における協議の円滑化に資するため、契

約締結後に、受発注者間の協議により総価契約の内訳としての単価等（共通仮設費、現場管

理費及び一般管理費等を含む）について合意するものとする。 

   イ 本方式の実施方式は、工事数量表の細別の単価に請負代金比率（落札金額を予定価格で除

したもの）を乗じて得た各金額について合意する方式とする。 

 ウ 本方式の実施手続は、「総価契約単価合意方式実施要領（包括的単価個別合意方式）」

（平成 30 年９月 21 日付け 30 農振第 1860 号農林水産省農村振興局整備部設計課長通知）及び

「総価契約単価合意方式実施要領の解説（包括的単価個別合意方式）」によるものとする。 

⑧ 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する試行工事である。 

⑨ 本工事は、週休２日制工事の促進における履行実績取組証明書の発行を行う工事である。 

⑩ 本工事は、工期の前に、建設資材や建設労働者などが確保できるよう余裕期間制度を活用す

る工事である。 

詳細は、特別仕様書に示すとおりである。 

  ⑪ 本工事は、新規参入企業等の入札参加を促進する観点から、評価項目を企業の施工経験等に限定

するとともに、競争参加資格者の申請時点で配置予定技術者の登録及び評価を行わない総合評価落

札方式（簡易Ⅱ型（企業実績重視型））の試行工事である。 
 

２ 競争参加資格 

（１）予決令第70条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であ

って、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当す

る。 

（２）予決令第71条の規定に該当しない者であること。 

（３）中国四国農政局における令和７・８年度一般競争（指名競争）入札参加資格のうち、「電気通

信工事」の認定を受けているもの。ただし、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生

手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、中国四国農政局長が別に定める

手続に基づく一般競争（指名競争）入札参加資格の再認定を受けていること。 

（４）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、上記２の（３）の再認定を受けた者を除

く。 

（５）企業の施工実績は、平成 23 年度から令和７年度の間に元請として完成・引渡しが完了した、

以下の同種工事を施工した実績を有すること。（共同企業体としての施工実績は、出資比率が

20％以上のものに限る）。 

ただし、各地方農政局（沖縄総合事務局含む。）の発注工事である場合は、工事成績評定点が

65 点未満のものは実績として認めない。 

 ○同種工事（企業）：電気通信工事 

（６）次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」という。）を、建

設業法に従って当該工事に専任で配置できること。 
   なお、請負代金額が 4,500 万円未満の工事は専任の義務を要しない。（建設業法（昭和 24 年法

律第 100 号）第 26 条第 3 項に該当しない場合） 
① 平成 23 年度から令和７年度の間に元請として完成・引渡しが完了した以下の同種工事の経

験を有すること。なお、経常建設共同企業体にあっては、１人の監理技術者等が同種工事の

経験を有すること。 
  ただし、各地方農政局（沖縄総合事務局含む。）の発注工事である場合は、工事成績評定

点が 65 点未満のものは実績として認めない。 
 ○同種工事（技術者）：電気通信工事又は電気工事 
② 監理技術者等は、次のいずれかの資格を有するものとする。 
  建設業法第７条第２号イ、ロ又はハ。 



③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者である

こと。 
④ 入札参加希望者と配置予定技術者は直接的かつ恒常的な雇用関係（申請書提出の日以前に

３か月以上の雇用関係）にあること。 
⑤ 配置予定監理技術者等の専任期間 

請負契約の締結後、現場に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮

設工事等が開始されるまでの期間）については、監理技術者等の工事現場への専任を要しな

い。 
なお、現場に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定

める。 
また、現場への専任の期間については、契約工期が基本となるが、契約工期内であっても、

工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く）事務手続き、

後片付け等のみが残っている期間については、監理技術者等の工事現場への専任を要しない。 
なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日

（例：「合格通知日」における日付）とする。 
（７）工事完成、引渡後においても会社組織（同系列会社のサービス組織含む）に、設備・製品に対

する保守サービスを行う体制が整備されていること。 
保守技術支援体制は、島根県を保守サービスの範囲としている支店・営業所で確立されている

こと。 
（８）申請書及び確認資料の提出期限の日から開札の日までの期間に、中国四国農政局長から中国四

国農政局工事請負契約指名停止等措置要領（平成15年８月29日付け15中総第542号（経））に基

づく指名停止を受けていないこと。 

（９）上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者（受託者が設計共同体である場合においては、

当該設計共同体の各構成員をいう。以下同じ。）又は当該受託者と資本若しくは人事面において

関連がある建設業者でないこと。 

（10）次の事項に該当しない者であること。 

① 不誠実な行為の有無 

請負契約の履行が不誠実、下請契約関係が不適切、警察当局による公共工事からの排除要

請、贈賄及び不誠実行為による指名停止、虚偽の資料提出等。 

② 経営状況 

手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等。 

③ 安全管理の状況 

事故等に基づく指名停止、労働基準監督署からの指導があり改善を行っていない等。 

④ 労働福祉の状況 

賃金不払い等による労働基準監督署からの指導を受け改善を行っていない、退職金共済契

約の締結を行っていない等。 

（11）同一入札に参加しようとする複数の者の関係において、資本関係又は人的関係がないこと。 

（12）農林水産省発注工事等からの暴力団排除の推進について（平成 19年 12月 7日付け 19経第 1314

号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から、部局長に対し、暴力団員が実質的に経営を

支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、農林水産省発注工事等からの排除要請があり、

当該状態が継続している者ではないこと。 

（13) 以下に定める届出をしていない建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）でないこと。 

 ① 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

 ② 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

 ③ 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

 

３ 総合評価方式に関する事項 

（１）評価項目 

①施工体制 
・ 品質確保の実効性 



・ 施工体制確保の確実性 
②企業の技術的能力等に関する事項 
 ・同種工事の施工経験（過去10年間） 
 ・ワーク・ライフ・バランスの認定等 

・賃上げの実施を表明した企業等 

 

（２）総合評価の方法 

① 「標準点」を100点（入札説明書に示された内容を満たしている場合に付与する点数をい

う。）とし、「施工体制評価点」の最高点を30点、「加算点」の最高点を30点とする。 

② 「施工体制評価点」の算出方法は、施工体制確認の結果に応じ、施工体制（品質確保の実効

性、施工体制確保の確実性）の評定を行い、施工体制評価点を与える。 

③ 「加算点」の算出方法は、上記３の（１）②の評価項目について評価した結果、得られた

「評価点数」の合計値に加算点の最高点30点を評価点数の最高点（満点）32.0点で除した値を

乗じて求められる点数を「加算点」として与える。 

 ｛加算点＝評価点数の合計値×（加算点の最高点30点／評価点数の最高点32.0点）｝（小数点

第４位以下切り捨て） 

④ 価格と価格以外の要素を総合的に評価する簡易型総合評価方式（簡易型）は、予決令第79条

の規定に基づいて作成された予定価格（以下「予定価格」という。）の制限の範囲内での、入

札参加者の「標準点」と「施工体制評価点」及び「加算点」の合計を入札参加者の入札価格で

除して得た数値（｛標準点＋施工体制評価点＋加算点｝／入札価格、以下「評価値」とい

う。）により行う。 

⑤ 「施工体制評価点」の評価結果が低い者に対しては、「施工体制評価点」の得点割合に応じ

て「加算点」についても減じる措置を行う。 

（３）落札者の決定方法 

① 入札参加者の評価値が最も高い者を落札者とする。なお、落札の条件は、次のとおりとす

る。 

ア 入札価格が、予定価格の制限の範囲内で、かつ有効な入札であること。 

イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値（評価基準値）を下回らないこと。 

ただし、落札者となるべき者の「入札価格」によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、またはその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められ

るときは、落札の条件ア及びイを満たす者かつ適切な「入札価格」と考えられる入札をした

者のうちから、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

② 上記①において、評価値の最も高い者が２者以上ある場合は、当該者にくじを引かせて落札

者を決定する。 

③ 落札者となるべき者の入札価格が、予決令第85条に基づく調査基準価格を下回る場合は、低

入札価格調査を行うものとする。なお、詳細は入札説明書による。 

 

４ 入札手続等 

（１）入札契約担当部局 

〒731-0221 広島県広島市安佐北区可部２-６-１５ 

中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所 庶務課経理係 

電話082-819-1617 

（２）入札説明書の交付期間及び方法等 

① 交付期間 

 別表の①に示す日時までとする。 

② 交付方法 

ア インターネットによる場合 

農林水産省電子入札システム（電子入札センターホームページ；http://www.maff- 

ebic.go.jp/menu.html）内からダウンロードする。 



イ インターネットへ接続する環境が無い場合 

 次の場所で交付する。 

〒731-0221 広島県広島市安佐北区可部２-６-１５ 

中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所（担当：企画課 調整係長） 

電話082-819-1617 

（３）申請書及び確認資料の提出期間、場所及び方法等 

① 提出期間 

申請書は、別表の②に示す日時 

② 提出場所 

〒731-0221 広島県広島市安佐北区可部２-６-１５ 

中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所（担当：企画課 調整係長） 

電話082-819-1617 

③ その他 

提出方法は、原則、電子入札システムにより提出するものとする。詳細は入札説明書によるも

のとし、紙入札による場合は、上記②へ持参又は郵送（郵便書留や宅急便など配達記録が残るも

のに限る）するものとする。 

（４）入札（開札）の日時、場所及び提出方法 

① 入札・開札の日時 

○電子入札システムによる入札：別表の③に示す日時 

○紙入札方式による入札：開札日時に持参する場合は、②の開札場所に持参する。ただし、

事前に提出する場合は、別表の④に示す日時までに中国四国農政局中国土地改良調査管理

事務所に持参する。 

  ○開札：別表の⑤に示す日時 

  ただし、入札・開札日時は予定であるため、詳細は別途送付する競争参加資格確認通知書に

よるものとする。 

② 入札・開札場所 

  開札は中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所で行う。 

③ 入札書の提出方法は、原則、電子入札システムにより提出すること。ただし、届出書を提出

した場合は紙により持参することができる。 

５ その他 

（１）入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金  免除 

② 契約保証金  納付。 

 保管金の取扱店は日本銀行広島支店とする。また、以下の条件を満たすことにより契約保証

金の納付に代えることができる。 

 ただし、入札価格調査を受けた者に係る契約保証金の額は、請負代金額の 10 分の 3 以上とす

る。 

ア 利付国債の提供。（保管有価証券の取扱店 日本銀行岡山支店） 

イ 金融機関若しくは保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年

法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証。（取扱官庁 

中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所）また、公共工事履行保証証券による保証

を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合には、契約保証金の納付を免除する。 

（２）入札の無効 

 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は確認資料等に虚偽の記載をした

者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（３）低入札価格調査を受けた者との契約にかかる前金払の金額は、10分の2以内とする。 

（４）当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方と随意契約により

締結する予定の有無 無 

（５）契約書作成の要否 要 

（６）配置予定技術者の確認 



落札者決定後、工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）等により配置予定技術者等の専任制違

反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを得ないも

のとして承認された場合の外は、配置予定技術者等の変更は認められない。 

落札者となった者は、落札決定後、契約締結までに、配置予定技術者が営業所の専任技術者と

重複していないことが確認できる資料を提出すること。 
（７）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

 上記２の（３）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記４の（３）により申

請書及び確認資料等を提出することができるが、競争に参加するためには開札の時において当該

資格の認定を受け、かつ競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

（８）電子入札について 

① 電子入札システムによる手続き開始後に、紙入札方式への途中変更は原則として行わないも

のとするが、入札参加者側にやむを得ない事情が生じた場合には届出書を提出することにより

紙入札方式に変更できる。 

② 電子入札システムに障害等やむを得ない事情が生じた場合には、紙入札方式に変更する場合

がある。 

③ 電子入札システムに係わる運用については、「農林水産省電子入札システム運用基準標準

例」（電子入札センターホームページ；https://www.maff-ebic.go.jp/menu.html）によるも

のとする。 

（９）施工体制確認のためヒアリングを実施するとともに、その際、追加資料の提出を求めることが

ある。 

（10）特別重点調査 

本調査は、調査基準価格に満たない価格で入札を行った者のうち、その者の申し込みにかかる

価格の積算内訳が入札説明書に示す金額に満たない者に対して行う。その際に、入札参加者にヒ

アリングを行い、入札参加者により契約内容に適合した履行がされないおそれがないかを厳格に

確認する。 

（11）発注者綱紀保持対策について 

農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を目的とした、農林水産省発注者綱紀保持規程（平成

19年農林水産省訓令第22号）第10条及び第11条にのっとり、第三者から以下の不当な働きかけを

受けた場合は、これを拒否し、その内容（日時、相手方氏名及び働きかけの内容）を記録し、同

規程第9条に基づき設置する発注者綱紀保持委員会（以下「委員会」という。）に報告し、委員

会の調査分析において不当な働きかけと認められた場合には、当該委員会を設置している機関に

おいて閲覧及びホームページにより公表する。 

（不当な働きかけ） 

① 自らに有利な競争参加資格の設定に関する依頼 

② 指名競争入札において自らを指名すること又は他者を指名しないことの依頼 

③ 自らが受注すること又は他者に受注させないことの依頼 

④ 公表前における設計金額、予定価格、見積金額又は低入札価格調査制度の調査基準価格に

関する情報聴取 

⑤ 公表前における総合評価落札方式における技術点に関する情報聴取 

⑥ 公表前における発注予定に関する情報聴取 

⑦ 公表前における入札参加者に関する情報聴取 

⑧ その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益の誘導につながるおそれのある依頼又

は情報聴取 

（12）工事の施工効率向上対策について 

受発注者間の現場条件等の確認の場として、次の会議を設置するので、現場代理人等の受注者

代表は、次の事項並びに「工事の施工効率向上対策」（農林水産省ＷＥＢサイト）を十分に理解

のうえ、対応するものとする。 
① 工事円滑化会議（施工条件確認会議）  

工事契約後に、受発注者間で、設計の考え方等を共有することにより、円滑な工事着手を図

る。 



② 工事円滑化会議（工程確認会議）  
工事着手時及び新工種発生時等おいて、受発注者が施工計画、工事工程等について、確認し、

円滑な工事の実施を図る。  
③ 設計変更確認会議 

工事完成前に、設計変更手続きや工事検査が円滑に行われるよう、設計変更内容、技術提案

の履行状況等について、受注者と発注者が高いレベルで確認する。 

（13）その他 詳細は入札説明書による。 

 

 

別表 入札手続きに係る期間等 

① 

 

入札説明書の交付期間 

 
令和８年 10 月８日から令和８年 10 月 20 日まで（行政機関の休日

を除く。）の午前９時から午後４時まで、ただし、最終日につい

ては午前１２時までとする。 

 

② 申請書の提出期間 令和８年 10 月９日から令和８年 10 月 20 日まで（行政機関の休日

を除く。）の午前９時から午後４時まで、ただし、最終日につい

ては午前 12 時までとする。 

 

③ 電子入札システムによる入

札日時 
令和８年11月５日午前９時から令和８年11月９日午後４時までと

する。 

 

④ 紙入札方式による入札日時 
 

令和８年11月５日午前９時から令和８年11月９日午後４時までと

する。 

 

⑤ 開札日時 
 

令和８年11月10日午前10時からとする。 

 ※「行政機関の休日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定す

る行政機関の休日をいう。 

 


